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上水道・下水道・農業集落排水施設等のコンクリート構造物等の 
修繕・改築・補修工法のガイドブック原稿作成要領（改訂版） 

令和 7 年 10 月 21 日 
（一社）日本コンクリート防食協会 

                            技術委員会 
 

本作成要領は、「上水道・下水道・農業集落排水施設等のコンクリート構造物等の補修・防食対策ガ

イドブック（ガイドブック）」作成にあたり、掲載方法の統一化を図るために、掲載各社にお願いするもの

です。募集案内に大分類に「マンホール更生工法（防食性能付き）・マンホール防食工法」を新たに追

加しましたので原稿作成要領も改訂しました。 
― 記 ― 

１．本ガイドブックは、皆様の材料・工法を広く関係者に知らしめることを目的としています。 
よって、材料・工法以外の会社事業等のＰＲはしないでください。 
掲載材料・工法の説明シートのフォーマットの選択 
フォーマットは、以下の要件により「フォーマットＡタイプ」と、「フォーマットＢタイプ」から

選択してください。2023 年度版を使用せずに改めて 2026 年版に記載をして下さい。（2023 年度版

のフォーマットから上下左右の余白の幅を修正しています。） 
原稿の記載例に関して、この原稿作成要領に記載している以外の事項に関しては、2023 年度版

のガイドブックを参考に記入していただければと考えておりますが、不明点や確認等については、

原稿の送付先まで連絡して下さい。 
①フォーマットＡタイプ 

材料又は工法が、日本下水道事業団「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技

術マニュアル」令和 5 年 3 月版（JS 防食マニュアル）等の品質規格や上水道施設において、硬

化被覆層からの浸出性の規制が定められている場合に適用します。 
 
フォーマット A タイプは、 
大分類の「防食被覆工法」中分類の「下水道施設・農業集落排水施設・上水道施設」、 
大分類の「断面修復材料・工法」中分類の「下水道施設・農業集落排水施設・上水道施設」、 
大分類の「端部処理・シーリング材料」中分類の「下水道施設・上水道施設」に掲載する場 
合は、適用工法規格や要求性能への適合性に関しては、以下の●に示した最新の書籍・規格・  
基準等に適合した工法又は材料に限定します。 
●下水道施設対応工法：JS 防食マニュアル（令和 5 年 3 月版）に示されている品質規格。 

対象となる工法において、「主要要求性能」: ①耐硫酸性＋耐有機酸性 ②耐硫酸性 ③耐                       

有機酸性から該当する性能を楕円で囲むこと。 
●農業集落排水施設対応工法：農業施設のコンクリート防食の手引（令和 2 年 8 月版）に 
示されている品質規格。 

●上水道施設対応工法：JWWA K143：2017・JWWA K149:2004・JWWA K160:2014 に 
 規定する品質。 
 平成 12 年厚生省令第 15 号「水道施設の技術的基準を定める省令」別表第 2 に掲げる基準 
（最終改正：令和 2 年厚生労働省令第 38 号）。 
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※フォーマット A タイプの「工法・材料の特徴」欄又は「要求性能への適合性（性能試験結  
果）」欄に、適合している規格・基準等を下記記載例を参照して記入してください。 
記載例①（下水）：下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術マニュアル（令 

和 5 年 3 月版）、塗布型ライニング工法の品質規格 
 記載例②（農集排）：農業施設のコンクリート防食の手引（令和 2 年 8 月版） 
          塗布型ライニング工法の品質規格 
 記載例③（上水）：JWWA K143：2017「水道用コンクリート水槽内面エポキシ樹脂塗料」 
          塗料の品質、塗膜の品質、浸出性 
 記載例④（上水）：平成 12 年厚生省令第 15 号「水道施設の技術的基準を定める省令」 

別表第 2 に掲げる基準（最終改正：令和 2 年厚生労働省令第 38 号）。 
②フォーマットＢタイプ 

原則として調査・診断業務、補強・補修工法、超高圧水処理工や機器具類等に適用します。 
表１ フォーマットのタイプの例 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３．フォーマットの変更等 

①フォーマットに予め記入されている項目の変更は、絶対にしないでください。 
②フォーマット２～５行目まで（分類、対象施設分類、工法・材料名の 3 項目）は、行の高さ・

幅の変更も禁止します。上下左右の余白の寸法の変更も禁止します。 
 仕上がり製本の余白の寸法は上 10mm、下 15mm、左 15mm、右 15mm 程度を予定していま

す。 
③その他の記載欄の、行の高さは自由に変更してください。ただし、幅の変更及び余白の変更等    

は絶対にしないでください。現行の印刷範囲内に収まるよう調整してください。 
④概算工事費に表示する価格は、建設物価等に公表された価格としてください。ただし、価格に  

含まれる項目及び含まれない項目を明確にしてください。 

ﾌｫｰ

ﾏｯﾄ 
大分類 中分類 

B 調査・診断全

般 

現地調査 

その他 

A 防食被覆工

法 

下水道施設対応工法 

農業集落排水施設対応工法 

上水道施設対応工法 

その他 

A 防水材料・工

法 

水槽内面防水対応 

外部防水対応 

その他 

A 断面修復材

料・工法 

下水道施設対応材料・工法 

農業集落排水施設対応材料・工法 

上水道施設対応材料・工法 

その他 

B 補強筋・補充

筋材料・工法 

鉄筋（防錆処理含） 

FRP 補強筋 

FRP シート接着工法 

その他 

 

ﾌｫｰ

ﾏｯﾄ 
大分類 中分類 

Ｂ ひび割れ処理

材料・工法 

被覆工法 
充填工法 

低圧注入工法 

その他 

Ａ 端部処理・シー

リング材料 

下水道施設 

上水道施設 

その他 

 

B その他 

超高圧水処理工法 
目地補修材料・工法 

防錆剤材料 

止水材・工法 

その他 

 

Ａ 

マンホール更

生工法（防食性

能付き）・マン

ホール防食工

法 

更生工法・防食工法 

その他 
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４．書体等 

①記入欄の、字体・フォント・色文字等は自由に作成ください 
②ガイドブックは、カラー印刷としますので、配色も自由とします。 

 
５．問い合わせ先の記入例 
  ガイドブックへの掲載は、一般社団法人日本コンクリート防食協会（日防協）の会員（第 1 種正 

会員・第 2 種正会員・賛助会員）であることを原則とします。 
  会員の単独掲載、複数の会員同士での連名掲載、会員と会員以外の連名掲載（共同で工法開発等 

を行っている場合）の事例を次に示しますので、参考にして記載をお願いします。 
 
  ①会員が単独で掲載する場合 
   会員の名称（団体名又は会社名）、住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレ

ス、QR コード等を任意で記載してください。QR コードからは、必ず掲載者のホームページ等

へつながるようにしてください。掲載者以外のホームページ等へはつなげないでください。 
 
  ※会員の名称より小さな文字と広さで団体の事務局会社（記載例 A 参照）や所属している団体名  

（記載例 B 参照）等を記載する場合（記載は掲載者の任意）は、会員の単独掲載とみなす。 
次の記載例 A、B 参照。 

 
記載例 A：第 1 種正会員が掲載する事例、事務局会社は会員又は会員以外 

問い合わせ先 

 〇〇〇〇工法協会 
  住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレス等 
 
 
  事務局：●●●●株式会社 

 
 
 
 
  

 
QR ｺｰﾄﾞ 
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記載例 B：第 2 種正会員が掲載する事例、所属している団体は会員又は会員以外 

問い合わせ先 

 ●●●●株式会社 
  住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレス等 
 
 
  協会団体：〇〇〇〇工法協会 

 
 ②複数の会員同士が連名で掲載する場合： 

   連名で掲載する場合は、会員名の文字の大きさ及び掲載面積を同等の大きさとする。 
会員の名称（団体名又は会社名）、住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレ

ス、QR コード等を任意で記載してください。QR コードからは、必ず掲載者（連名掲載の場

合は、各々の掲載者）のホームページ等へつながるようにしてください。掲載者以外のホーム

ページ等へはつなげないでください。センターラインの記載は任意。 
   下記記載例 C、D 参照 
 

記載例 C：2 社の会員同士が連名で掲載する事例 
問い合わせ先 

●●●A 株式会社 
  
住所、電話番号、ホームページアドレス、E メー

ルアドレス等 
 
 

●●●B 株式会社 
  
住所、電話番号、ホームページアドレス、E メー

ルアドレス等 
 
 
 

 
記載例 D：2 社の会員同士が連名で掲載する事例 

問い合わせ先 

●●●A 株式会社 
 住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレス等 

●●●B 株式会社 
住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレス等 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 
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③会員と会員以外が連名で掲載する場合： 
   連名で掲載する場合は、会員名の文字の大きさ及び掲載面積を同等の大きさとする。 

会員と会員以外の名称（団体名・会社名）、住所、電話番号、ホームページアドレス、E メール 
アドレス、QR コード等を任意で記載してください QR コードからは、必ず掲載者（連名掲載  
の場合は、各々の掲載者）のホームページ等へつながるようにしてください。掲載者以外のホ  
ームページ等へはつなげないでください。センターラインの記載は任意。 

   下記記載例 E、F 参照 
 
 

記載例 E：会員と会員以外が連名で掲載する事例 
問い合わせ先 

〇〇〇〇工法協会 
  
住所、電話番号、ホームページアドレス、E メー

ルアドレス等 
 
 

●●●C 株式会社 
  
住所、電話番号、ホームページアドレス、E メー

ルアドレス等 
 
 
 

 
記載例 E：会員と会員以外が連名で掲載する事例 

問い合わせ先 

〇〇〇〇工法協会 
 住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレス等 

●●●C 株式会社 
住所、電話番号、ホームページアドレス、E メールアドレス等 

 
６．ご提出頂いた原稿の確認について 

ご提出いただいた原稿を予め技術委員会で内容確認いたします。 
不都合な記載がなされている場合は、訂正・削除等をお願いする場合がございます。 
提出前に紙や PDF に印刷して、文字切れやフォーマットの状況を確認してください。 
事務局では修正いたしません。 
※2023 年度版の原稿では、文字切れやフォーマットの変更が多かったので、注意・再確認を 

お願いします。 
 
 
 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 

 
QR ｺｰﾄﾞ 
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７．原稿のご提出期限 
①一次提出期限：令和 8 年 1 月 30 日（金）までに必着 

工事費・価格以外の掲載内容の原稿 
          エクセルファイルと PDF ファイルの両方のデータを提出してください。 
          PDF ファイルを印刷（プリントアウト）して、文字切れ、改行違い等が無い  
          ことを確認してください。文字切れ等があれば、修正して提出してください。 
          多数掲載する場合は。作成出来次第順次ご提出いただければ幸いです。 

 
②最終提出期限：令和 8 年 4 月 17 日（金）までに必着 

          令和 8 年 4 月 1 日（水）現在の工事費・価格掲載の最終原稿 
          エクセルファイルと PDF ファイルの両方のデータを提出してください。 

PDF ファイルを印刷（プリントアウト）して、文字切れ、改行違い等が無い  
          ことを確認してください。文字切れ等があれば、修正して提出してください。 

多数掲載する場合は。作成出来次第順次ご提出いただければ幸いです。 
 

８．原稿の送信先 
（一社）日本コンクリート防食協会事務局 
〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-4-5 レイアード大手町ビル 206 号 
TEL 070-2414-2996 FAX  03-5280-3073 

 e-mail：office@nichibokyo.jp 
     
注）原稿のデータ容量が大きい場合は、データ便・ギガファイル便等の大容量ファイル転送 

サービス等のご利用をお願いします。原稿作成会社の大容量ファイル送付システムでも 
可能です。 

注）大容量ファイル転送サービス等が利用できない場合は、CDR・DVD に保存して、郵送 
等にて送付をお願いします。 

 
以上  

mailto:office@nichibokyo.jp

